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令和６年度勝山市公営企業会計会計決算審査意見について 
 
　地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、令和７年７月３日付けで審査に付された令和６年度勝山市公営企業会計決算について 
審査した結果、次のとおりその意見を提出します。 
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 注　記 
１．文中及び表中の金額、比率については、表示単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が 

一致しない場合がある。 
２．「0.0」は、該当数値はあるが、表示単位未満のものである。 
３．「－」は、該当数値のないものである。 

　　　　　４．「△」は負数を表し、増減を示す時は減少を表すものである。 

　　　　　５．下水道事業会計は、令和6年度から地方公営企業法に基づく公営企業会計を適用したことにより、令和 
5年度までの計数と単純な比較ができないことから、一部を除き原則として当年度の数値のみ記載して 
いる。 
 



令和６年度勝山市水道事業会計決算審査意見 

 

１　審査の概要 

（１） 審査の対象　令和６年度勝山市水道事業会計 
（２） 審査の期間　令和７年７月３日から令和７年８月７日まで 
（３） 審査の方法 
決算審査に付された決算書類及び決算附属書類について、関係法令に基づいて作成され当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか

どうかを検証するため、会計諸帳簿、関係証拠書類との照合をするとともに、関係職員からの説明を聴取するなど、通常実施すべき審査手続きを

実施した。また、当事業の経営内容を把握するため、計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として事業の経営分析を行った。 
 

２　審査の結果 

審査に付された決算書類及び決算附属書類は、会計諸帳簿及び証拠書類等と照合した結果、関係法令の定めるところに準拠して作成されてお

り、当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。審査結果の状況及び意見は次のとおりである。 
 
 
　　　 

３　事業の概要 

（１）業務実績 

当年度の業務実績を過去2年間と比較すると、次頁の第１表のとおりとなる。 

給水人口は20,089人で前年度に比べ463人(2.3％)減少し、給水戸数は7,631戸で6戸(0.1％)増加している。給水区域内人口20,820人に対する普及

率は96.49％で前年度と比べて0.2ポイントの減少となっている。 

総配水量は、2,666,300㎥で前年度に比べ43,991㎥（1.7％）増加しており、総配水量のうち料金算定の基礎となる有収水量は2,173,166㎥で前年

度に比べ37,607㎥（1.8％）増加、有収率は81.5％となり、前年度と比べて0.1ポイント増加となっている。 

年間の総配水量と有収水量及び給水人口の推移は次頁の第２表のとおりで、給水人口は減少傾向である。 
また、用途別使用水量の推移については第３表に示したとおりである。家事用使用水量が人口減少等の影響により徐々に減少する一方で、営業用使

用水量は増加傾向となっている。また、浴場用、官公署・学校用使用水量は増加したが、工業用、病院用使用水量は減少している。 

 



                                                                              
 
 
 
 
 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 第1表　業務実績表

 
区　　分　　　　

令和６年度 令和５年度 令和４年度

 実績 対前比 実績 対前比 実績 対前比

 給水計画人口（人） 23,400 100.0 23,400 100.0 23,400 100.0

  給水区域内人口(人) 20,820 98.0 21,255 98.2 21,641 98.5

 現在給水人口(人） 20,089 97.7 20,552 98.6 20,850 98.8

 普　及　率（％） 96.49 99.8 96.69 100.4 96.34 100.2

 給 水 戸 数 (戸） 7,631 100.1 7,625 100.5 7,589 101.2

 総 配 水 量（㎥） 2,666,300 101.7 2,622,309 96.6 2,714,423 100.4

 有 収 水 量（㎥） 2,173,166 101.8 2,135,559 96.8 2,205,549 99.5

 有　収　率（％） 81.50 100.1 81.44 100.2 81.25 99.1
 導送配水管延長（ｍ） 347,550 100.0 347,391 100.0 347,294 100.1

単位:㎥

第３表　用途別使用水量推移



（２）施設利用状況　　　　　　　　　　　　 

施設利用状況をみると、1 日配水能力は前年度と同じ 17,000 ㎥で

あるが、1 日平均配水量は 7,305 ㎥と前年度に比べ 140 ㎥増加、1 日

最大配水量も 13,750 ㎥と 711 ㎥増加している。施設の利用状況の推

移は、第 4 表 のとおりである。 

施設の利用状況の良否を判断する施設利用率は、43.0％で前年度

に比べ 0.9 ポイント増加しているが、全国類似都市平均※の 55.2％

より低い。この率は、施設が効率的に運営されているかを判断する

もので、数値が高いほど良好であるとされている。　　 

最大稼働率は、80.9％で前年度より 4.2 ポイント増加しており、

全国類似都市平均 70.1％を上回っている。この率は、施設の稼働状

況をみるもので、数値の高い方が施設の有効利用がされている。 

負荷率については、53.1％で前年度に比べ 1.9 ポイント減少して

おり、全国類似都市平均 78.8％を大きく下回っている。この率は、

数値が高いほど施設の利用状況が良好であるとされている。 

 

 

 

 

（３）事業状況 

当年度の実施事業のうち、拡張事業にかかる事業費（事務費を除く）は2,835千円で、勝山市上水道第8次拡張事業変更事業計画のもと、市道5－10

号線ほか配水補助管布設工事を行っている。 

また、改良事業にかかる事業費(事務費を除く)は134,218千円で、主なものとして、立川水源地においては1号井・2号井水位計更新工事(6,160千円）、

３号井取水ポンプ更新工事（2,741千円)、若猪野水源地においてはNo.3送水ポンプ更新工事（13,860千円）、法恩寺浄水場においてはNo.2逆洗ポンプ

用逆止弁更新工事（2,365千円)、No.2膜ろ過ユニット濁度計更新工事（2,695千円）を実施した。また、聖丸配水池ほか水位計更新工事（5,555千円)、

境配水池水位調整弁更新工事（3,306千円）、雁ヶ原送水ポンプ場No.2送水ポンプ更新工事（6,556千円）、雁ヶ原配水池超音波流量計更新工事（2,090

千円)、片瀬配水池水位計更新工事（1.925千円)、平泉寺配水池無停電電源装置取替工事（847千円)、谷水源地導水管布設工事（4,708千円)、市道6-97

号線配水補助管布設替工事（1,021千円）、市道8-5号線ほか道路改良に伴う配水管布設替工事（12,903千円)、大蓮寺バイパス工事に伴う地上式消火

栓復旧工事（1,826千円）、重要給水施設 配水管布設替実施設計業務委託１件（5,434千円)、重要給水施設 配水管布設替工事に伴う舗装復旧工事２件

（16,753千円)、地上式消火栓設置工事４件（4,346千円)を実施した。改良事業のうち、５件の工事については令和７年度に繰り越ししている。 

 
区分 算出基礎

単

位
令和６年度 令和５年度 令和４年度

全国平均 全国類似

 (５年度) 都市平均

 1  日 
最  大 
配水量

㎥

13,750 13,039 15,337 　 　
 

 1  日 
平  均 
配水量

㎥

7,305 7,165 7,437 　 　
 

 1  日 
配  水 
能  力

㎥

17,000 17,000 17,000 　 　
 

 施  設 
利用率

1 日平均配水量
％

43.0 42.1 43.7 58.2 55.2  1 日配水能力

 最  大 
稼働率

1 日最大配水量
％

80.9 76.7 90.2 70.3 70.1  1 日配水能力

 
負荷率

1 日平均配水量
％

53.1 55.0 48.5 82.7 78.8  1 日最大配水量

 
※ 全国平均・類似都市平均値は、総務省公表令和５年度水道事業経営指標値

(累計区分 d6)による。

第4表　施設利用状況



４　予算執行状況 

予算の執行状況は、以下のとおりである。 

（１）収益的収入及び支出　　　　　　 

 

収益的収入は、予算額497,264千円に対し決算額504,684千円で、予算額に比べ7,420千円の増となり、収入率は101.5％となっている。 

収益的支出は、予算額501,797千円に対し決算額499,427千円で執行率99.5％、2,370千円の不用額を生じている。 

  

第 5 表　収益的収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円, ％)
 

区　　分 予算額　Ａ 決算額　Ｂ
予算額に対する 
決算額の増減

構成比 収入率Ｂ/Ａ

 
1. 事業収益 497,264 504,684 7,420 100.0 101.5

 
 (1) 営業収益 346,044 351,051 5,007 69.6 101.4

 
 (2) 営業外収益 151,220 153,633 2,413 30.4 101.6

 　※決算額は仮受消費税を含んだ数値 　

 第 6 表　収益的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円, ％)

 
区　　分 予算額　Ａ 決算額　Ｂ 不用額　 構成比 執行率Ｂ/Ａ

 
 

１． 事業費用 501,797 499,427 2,370 100.0 99.5

 
 (1) 営業費用 458,237 457,300 937 91.6 99.8

 
 (2) 営業外費用 42,060 42,059 1 8.4 100.0

 
 (3) 予備費 1,000 0 1,000 0.0 0.0

 
 (4) 特別損失 500 68 432 0.0 13.6

 　※決算額は仮払消費税を含んだ数値



（２）資本的収入及び支出　 
第7表　資本的収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円, ％)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
資本的収入は予算額271,502千円に対し決算額は106,380千円で、収入率は39.2％となっている。これは、主に企業債借入額の減額によるものである。 

資本的支出は、予算額466,447千円に対し決算額は300,182千円で執行率は64.4％となっている。これは翌年度に繰り越ししている建設改良費の工事

請負費等の執行残額によるものである。なお、重要給水施設 配水管布設工事、立川第1水源地～第2水源地 遠方監視装置更新工事、北野津又配水池 配

水流量計更新工事など工事請負費等164,170千円を翌年度に繰り越ししている。 

 
区　　　分 予算額　Ａ 決算額　Ｂ

予算額に対する 

決算額の増減
構成比

収入率 

Ｂ／Ａ  

 
1． 資本的収入 271,502 106,380 △165,122 100.0 39.2

 (1) 負担金 9,942 9,193 △749 8.6 92.5

 (2) 企業債 191,600 84,900 △106,700 79.8 44.3

 (3) 国庫補助金 47,739 6,171 △41,568 5.8 12.9

 (4) 他会計負担金 4,325 4,325 0 4.1 100.0

 (5) 出資金 16,542 437 △16,105 0.4 2.6

 (6) 保険金 1,354 1,354 0 1.3 100.0

 
　※決算額は仮受消費税を含んだ数値 

 
第 8 表　資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円, ％)

 
区　　分 予算額　Ａ 決算額　Ｂ 翌年度繰越額 不用額 構成比

執行率 

Ｂ／Ａ  

 
1． 資本的支出 466,447 300,182 164,170 2,095 100.0 64.4

 
(1) 建設改良費 288,381 122,118 164,170 2,093 40.7 42.3

 
(2) 企業債償還金 178,066 178,064 0 2 59.3 100.0

 　※決算額は仮払消費税を含んだ数値



資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額193,803千円は、過年度分損益勘定留保資金52,755千円及び当年度分損益勘定留保資金141,048千

円で補填されている。 

 

（３）その他の予算事項 

地方公営企業法施行令第17条に規定する予算に係る事項の執行状況は、次のとおりである。 

ア　一時借入金 

　　一時借入金の限度額は 150,000千円であるが、当年度は執行がない。 

イ　予定支出の各項の経費の金額の流用 

各項に計上した経費に係る予算額に過不足が生じた場合における同一款内での経費の各項間の流用は、消費税の予算不足により、営業費用から

営業外費用へ483千円流用されている。 

ウ　議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

議会の議決を経なければ流用することのできない経費は職員給与費であるが、流用はなく予算の範囲内で執行されている。 

エ　たな卸資産購入限度額       

たな卸資産購入額は 3,011千円で、予算に定められた購入限度額 3,464千円の範囲内で執行されている。 

                     　　　　 

５　経営成績 

（１）収益的収支（税抜）の概要　　　　　　　　　　　　　 

当年度の収益的収支は総収益472,752千円、総費用473,212千円となり、純損失460千円を計上している。　　　　　 

総収益は、前年度に比べ3,511千円（0.8％）増加しており、そのうち営業収益は､319,214千円で、前年度に比べ6,739千円（2.2％）増加している。

その内訳は、給水収益が306,011千円で、6,773千円（2.3％）増加、その他営業収益が13,203千円で、34千円（0.3％）減少した。 

次に､営業外収益は153,538千円で、前年度に比べ3,228千円（2.1％）減少している。その内訳は、他会計負担金が5,607千円で2,034千円（26.6％）

の減少、長期前受金戻入が110,220千円で1,787千円（1.6％）の減少、資本費繰入収益が35,845千円で314千円（0.9％）の減少、また、他会計補助金

が582千円で皆増となっている。 

総費用は、前年度に比べると2,507千円（0.5％）減少している。そのうち、営業費用は443,387千円で、前年度に比べ3,101千円（0.7％）増加して

いる。内訳の主なものは、原水及び浄水費が80,320千円で 9,098千円（12.8％）の増加、配水及び給水費が60,263千円で 3,839千円(6.8％)の増加、

総係費が40,666千円で248千円（0.6％）の減少、減価償却費が254,068千円で 8,499千円（3.2％）減少となっている。 

営業外費用は29,764千円で、前年度に比べ4,892千円（14.1％）減少している。内訳の主なものとして、支払利息が26,079千円で1,373千円（5.0％）

減少となっている。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）原価計算（17頁  別表2参照） 

有収水量 1㎥当たりの供給単価及び給水原価の推移については、17頁別表2の給水原価・供給単価比較表のとおりで、当年度においては、供給単価

は140.81円/㎥で前年度に比べ0.69円増加し、給水原価は167.01円/㎥で前年度に比べ2.94円減少している。 

 

次に、収益的費用473,150千円について、性

質別に構成割合を円グラフに表すと第９表の

ようになる。 

その内訳の主なものをあげると、全体の約

53.7％を占めるのが減価償却費で254,068千

円、前年度比8,499千円(3.2％)の減少となる。　　

委託料が46,497千円で前年度比2,008千円

(4.5％)の増加、動力費が51,939千円で前年度

比7,263千円(16.3％)の増加、支払利息は

26,079千円で前年度比1,373千円(5.0％)の減

少、人件費は34,482千円で前年度比2,220千円

(6.9％)の増加、修繕費が20,227千円で前年度

比531千円(2.7％)の増加、資産減耗費が8,070

千円で前年度比1,089千円(11.9％)の減少と

なる。 

第9表　収益的費用構成割合(性質的分析)
































